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論 文 内 容 要 旨
本研究の主題は、 日本の製造業 におけるマイクロエ レク トロニクス(以 下ME)革 新 の進展 と労
働 システムの変容の解明である。 このテーマに関 って、踏まえるべき先行研究 と しては、1980年代
の労働者スキル論(小 池和男の研究など)、1990年代の生産 システム論をあげることがで きる。 こ
れ らは多 くの実証上 の成果をあげたが、労働者 スキル論 は、労働力編成論や組織論へ と展開 しづ ら
い点、生産 システム論は生産分業 システムや生産管理の観察 に成果 をあげた反面、分析 の射程に技
術的要素を含みえていない点で、限界を有 していた。 また、両者によって得 られた知見が有機 的に
接合 されたとはいいがたい面 もある。本研究では、 この両研究で採用 された分析の枠組みを取 りこ
みなが らも、 それ らを整序 ・精緻化す ることにより、上述の限界を多少 とも踏み越えようと試みた。
本研究で採用 した分析の枠組みは以下の三点にまとめられる。
(1)労働力編成論:従 来の労働力構成の研究には、職場を構成す る主要 な労働力類型 に分析 を集 中
す るきらいがあ った。本研究では、そ うした典型論では職場の労働組織 の研究 にはっなが らない と
考え、 まず は労働力の類型を余す ところな く描 き、職場の特性(製 品の市場特性、機械設備のME
化の程度 など)に よって職場の労働力類型 の編成 のあり方 にどのよ うな特徴があ らわれるか に観察
の主眼をおいた。 さらにその労働力編成論を、内部労働市場の構成要素のあ り方、その構成の変化、
内部労働市場 と外部労働市場 との接合関係の変化の分析へとっなげようと した。
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② 生産分業 システムと労働 の分析:日 本の製造業は多層的な企業間関係か らな る生産分業 システ
ムを有する。本研究では、生産分業 システムを構成す る企業階層に沿 って、 どのよ うに製造工程が
分割 され、機械設備が展開 し、設備 のME化 が進展 しているかを観察 し、企業階層 ごとの労働者
の技能の特性を把握す ることにより、労働力編成の企業 階層的特質を探 り、企業階層 ごとの労働条
件の差の基礎を検出 しようとした。
③ 生産管理 システムの分析:要 員管理の観察 を軸 に、産業部門、当該職場の製品の市場特性、設
備のME化 の進展度の相違 による能率管理のあ り方の変化を検 出す る。 と くに先端の設備である
FA、CIMにおける能率管理にどのよ うな特徴がみ られ るかに観察 の重点をお く。能率管理のあ り
方は労働組織のあり方の大枠 を規定 し、 また設備革新の進展 を反映するものであるか ら、能率管理
の分析が本研究の分析の締 め くくりの位置を しめることになる。
本研究は、以上のような分析の枠組みを設定 した上で、製品の市場特性が多品種である機械産業、
相対的に量産特性の強い自動車産業、量産特性 の顕著な自動車部品産業、多品種特性 と量産特性 を
並存 させ る化学産業、多品種特性が強 く設備革新の進んだIC産業 を対象 と して、事例調査を実施
した。 それ らか ら引き出された実証結果をまとめると以下の とお りである。得 られた知見を上記3
項 目にそって紹介す る。
(1)労働力編成 について:本 研究 の実証が示唆す るところは、一般 に日本 の製造業 にたい していだ
かれ ることの多 い、 フラッ トなイメージでその労働力編成を捉えることはむずか しいという点 にあ
る。職場には、多様 な労働力 の類型が存在 してお り、現場 エンジニア、職長、保全工、段取 り専門
工、機械オペ レータ等が存在 し、 それ らは職場のおかれた環境条件(産 業部門、企業の階層上の位
置、製品の市場特性、ME化 の程度)に よってさまざまな形で組み合わされている。多品種特性の
強い職場であれば、段取 り専門工 と職長 クラスの労働力の厚みが増す。ME化 の進んだ職場 では保
全工が多 くな り、 とくに先端的設備(CIMな ど)で あれば保全工 と機械オペ レータの技能形成キ ャ
リアが独立的(別 建て)と な り、 さ らには保全工の内部 に専門分野 ごとの技能形成 キャ リアが分化
する傾向がみ られ る。 とくに本研究では、 これまでの実証上 の1っ の争点 とな ってきた保全工の人
数規模 や仕事 内容(オ ペ レータとの分担関係)、キ ャリア展開 についての一定 の結論 を提示す るこ
とができた。
以上のよ うな労働力類型 ごとのキャリァの分立化傾向は内部労働市場の構成 にも影響 を与 えるこ
とになる。 そのキャリアの分立化 は設備が先端化す るほど顕著 にな り、そ うした職場では各労働力
類型の柔軟 な配置がむずか しくなる傾向がある。そのことは、内部労働市場の編成原理 にそ くして
言 えば、内部労働市場の内部 の仕切 りが強 くな りっっ あるとい うことである。 内部労働市場 のこう
した内部の仕切 りの存在 は、人員(数)管 理の柔軟性を低下 させ ることになる。そ こでそれを緩和
しようとして、現在 ブルーカラーの人員管理の単位をより高次の(工 場 レベルか ら本社 レベルでの)
管理へ と移すなどの管理様式 の変化が生 じつっある。 さらにそ うした内部労働市場 の硬直化 を、内
部 と外部の労働市場の境界を緩 めることにより緩和 しよ うとす る動 きもみ られる。 そのさい、内部
労働市場内部の、仕切 られた領域 ごとに外部労働市場 との接合関係を有する形が とられること(保
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全工のアゥ トソーシングなど)に 注意すべ きである。
② 生産分業 システムと労働:こ のテーマに関 しては自動車部品工業を分析 した。同工業のなかか
らME化 の進んだギ ア製造(金 属切削加工)系 列 と、ME化 の進展の緩 やかな車体部品製造(金
属 プ レス)系 列 を選択 した。車体部品製造系列の観察か らは、生産分業 システムを形成す る企業階
層間にさ したる量産規模の差は見 られないが、企業階層 ごとに労働装備率に差があり、それが生産
設備 に階層的特性をもた らし、技能における階層的特質を生 じさせ、労働条件の階層差の基礎 となっ
ていることを しめ した。他方、 ギア製造系列 においては、生産分業 システムの下位階層の企業 にも
ME技 術が浸透 し、同時に自動車部品工業 の需要規模の大 きさがそ うした下位階層の企業 にまで高
い量産性を もた らすので、下位階層の企業に も上位階層 の企業 と比べてさ して遜色のない高い専用
性 を もっME設 備が展開 し、 そ うした職場 ではエ ンジニアとボタンプ ッシャー化 した低熟練オペ
レータとか らなる単純 な労働力編成の形が とられ ることが多 くなる。
このよ うにME化 の進展によ って技能の階層的性格 は希薄化 していると推量で きるが、他方 で
労働条件の階層差は厳然 として残 っている。その差 の根拠は技能のあ り方等の経済的要素か らは説
明 しづ らく、賃金交渉制度などか らなる労使関係の諸制度のあり方か ら説かれるべ きであることを
本研究では示唆 した。
自動車部品工業の もっ量:産的特性は生産分業 システムを構成す る各階層の企業の労働需要のあ り
方に も1つ の特徴を もた らすことになる。同工業では一般にいわれてきたような同一部品の併注は
少な く、同一部品は1社 への全量発注が基本 とな っている(量 産性=規 模の経済を保証す るため)。
したが って同一車種 の部品の受注に観察の局面を限定す るなら、 当該車種の部品を受注 してい る企
業であれば企業階層のいかんを問わず、 その労働需要の増減率 は当該車種の生産台数 の増減率に一
致す ることになる。各企業 は複数の車種 の部品を受注 しているのが実際であ り、企業階層が異 なれ
ば受注車種 の組 み合わせが異なるので、階層 ごと、企業 ごとに労働需要の増減率 に差は出るが、量
産特性に富む自動車部品工業の圏内にある企業には階層を問わず一定の比率で労働需要を増減させ
る上記 の特性が作用す る構造にな っている。 この観察結果 は、下請 システム=雇 用バ ッファー説
(生産 の低迷局面で は、上位企業 は下位企業か ら生産を吸い上 げ、増産期 には上位企業 は下位企業
への発注を増加 させ る傾向があるとする説)へ の反証をな している。
(3)生産管理 システム:生 産管理 に関 して は、 システム化 し大型化 したME設 備(CIM、FA)に
おける管理 に重要な変化の兆 しを観察する ことができた。大型ME-設備で、 かっモデルチェ ンジ
の多い職場では、モデルチェンジ当初 は設備の稼働率が低迷す ることが多 く、 それゆえ保全業務 の
工数が嵩 み、定型的能率管理が利 かな くなるケースが多い。 とりわ け今 日の組立系の大型ME設
備で はモデルチェンジが頻繁であるか ら、稼働率の低迷 と保全業務の工数 の増加 という事態 はめず
らしくない。その結果、保全工の要員管理 に以前 にはなか ったむずか しさが加わ ることになる。 そ
れ に対 しては、保全工 の作業の見直 しを徹底 し(作 業改善)、定型的保全部分を リス トア ップ し、
定型保全 を機械オペ レータの担当業務 に振 り替え る、または外部化(派 遣労働化 など)す る方策が
とられっっある。前者については、そもそも工数の設定の容易でない保全業務を少 なか らずオペ レー
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タ業務 に抱え こむ ことになるので、 オペ レータの要員配分にむずか しい面を持ちこむことになる。
先にも紹介 したよ うな各種労働力類型間のキ ャリアが分立化する状況のなかでは、そ うした要員管
理の困難 はよ り深刻化 し、労働者類型間の仕事の割 り振 りと要員配分 に新たな工夫が求め られるよ
うになっている。今のところ新機軸 とよべ るほどの新 たな手法が生 まれているわけではな く、そ う
した管理 の行 き詰 まりは、職長の管理能力に依拠 して解消されるのが一般的である。 その結果、職
長層へ昇進す る労働者の選抜 と職長の育成に徐々に変化が生 じっっあり、それが職場の労働者集団
(組織)の これまでのあ り方 を強 くゆさぶるおそれがあることを示唆 した。
能率管理 については、 もう一点重要 な観察結果が得 られた。大型ME設 備の稼働す る職場にお
いては、 とくにモデルチ ェンジの前後 には、保全工の能率実績 と機械オペ レー タの能率実績 との間
に大きな差が生ずることが しば しばある。 ところが両者の処遇(一 人あたりの賃金額)に おいて は
両者の学歴が同一であることを根拠 に差をっけないことが基本 とされている。 どちらか といえば能
率実績の波動が小幅であ るオペ レータの実績がべ一スとな って両者の賃金額 は決め られ る。すなわ
ち、処遇の均等慣行 と能率実績の上下のバ ラッキの拡大 とが齪擁を来すおそれが生 じている。それ
は、保全工数の増加傾向、モデルチェンジの頻度の高 さ、 さ らにはモデルチェンジに要す る期間の
短縮要請の強 まりとあいまって、能率管理を製造 コス ト管理へと連鎖 させ る回路上 の障害 を大 きく
す るおそれにもなって いる。 こうした管理のあり方 とコス ト管理にかかわる問題 は、保全工 とオペ
レータとの技能上の隔た りが大 きくな りっっ あるなかで、両者 のキ ャリア上の関係 の再編 と、両者
の処遇制度上の変更(処 遇の別建 て化、実績給化 など)を 要請 している。 こうした困難な制度変更
を要請される地点に今 日の製造業 の現場管理 は逢着 しっっあるとい うことがで きる。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
本論文 は、実態調査によって、 マイクロエ レク トロニクス革新が労働 システムにどのよ うな影響
を与えたのかを分析 した ものである。分析対象は自動車産業、化学産業、半導体産業な ど、加工組
立産業 と装置産業をカバー している。
本論文の重要 な論点は、以下 の ごとくである。
第1に 、生産労働者 の中にさまざまな労働力類型がある。保全工 とオペレータとでは技能形成 キャ
リアがまった く異 なってお り、訓練 システムもはっきりと分け られている。 内部労働市場 といって
も、保全工 とオペ レータとで は異な る労働市場 に属 しているのである。
第2に 、ME化 は設備投資 を増大 させ ただけでな く、労働編成 において保全工の役割 を量的に も
質的にも増大 させた。 そのため能率管理 と要員管理 の両面において新 しい管理方式が要請 されてい
る。新 しい管理方式は、 これまでの職場集団あり方 を大 きく変える可能性を持 っている。
本論文 は、 これまで研究 されることのほとんどなか った保全工 にっいて、保全工のキ ャリアが直
接生産労働者 と別個の ものであることを実証す るとともに、保全工 の仕事内容を明 らか にしている
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点で、 内部労働市場論 と分業論 に貢献 してい る。また、 日本型企業間関係のなかでME化 が労働
の質 に及ぼす影響を分析 したことも、学界への貢献である。
本論文の問題点 としては、総括の部分 において、個別の実証か らは直接 にはやや無理な一般的命
題 を打 ち出 していることが指摘で きる。 もう少 し慎重な総括が必要であったと思われ る。 しか しこ
の問題点 は、丹念 な事例研究の価値を否定す るものではない。
よ って本論文 は博士(経 済学)論 文 として合格であると判定す る。
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